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資料① 65 歳以上の高齢者人口の推移 

（注）1 2020 年までは総務省「国勢調査」（2015 年及び 2020 年は不詳補完値による。）、2025 年以降は国立

社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（2017 年推計）」の出生中位・死亡中位仮定による

推計結果により、当省が作成した。 

2 棒グラフ上の数字は、65 歳以上人口である。  

3 四捨五入の関係で、65 歳～74 歳人口と 75 歳以上人口の合計が、65 歳以上人口と一致しない場合

がある。 

 

資料② 高齢化率及び高齢者 1 人を支える現役世代（15 歳～64 歳人口）の数の推移 

（注） 2020 年までは総務省「国勢調査」（2015 年及び 2020 年は不詳補完値による。）、2025 年以降は国立

社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（2017 年推計）」の出生中位・死亡中位仮定による

推計結果により、当省が作成した。 
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資料③ 65 歳以上の一人暮らしの高齢者数の推移 

（注）1 2020 年までは総務省「国勢調査」による人数、2025 年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日

本の世帯数の将来推計（全国推計）」（2018 年推計）による世帯数により、当省が作成した。 

2 「一人暮らし」とは、上記の調査・推計における「単独世帯」又は「一般世帯（1 人）」のことを

指す。 

3 棒グラフ上の数字は、一人暮らしの高齢者数の男女計である。 

4 四捨五入の関係で、一人暮らしの高齢者数（男性）と一人暮らしの高齢者数（女性）が、一人暮

らしの高齢者の男女計と一致しない場合がある。 

 

資料④ 65 歳以上の一人暮らしの高齢者率の推移 

（注）1 2020 年までは総務省「国勢調査」による人数、2025 年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日

本の世帯数の将来推計（全国推計）」（2018 年推計）による世帯数により、当省が作成した。 

2 「一人暮らし」とは、上記の調査・推計における「単独世帯」又は「一般世帯（1 人）」のことを

指す。 
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資料⑤ ふだん、近所の人とどのような付き合いをしているか（複数回答）           

（％） 
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す
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す
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食
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緒
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す
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趣
味
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と
も
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す
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家
事
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ち
ょ
っ
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し
た
用
事
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し
た
り
、
し
て
も
ら
っ
た
り
す
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病
気
の
時
に
助
け
合
う 

同

居

者 

一人暮らし 80.4 43.2 38.3 17.1 13.3 10.3 6.0 7.3 

配偶者 

（夫又は妻） 

85.7 58.6 50.8  19.5  15.0  14.3  6.3 5.9 

あなた又は 

配偶者の親 

89.4  66.2  51.0  21.9  19.2  16.6  4.6  4.6 

こども 83.4  60.7  53.1  21.2  18.8  16.3  8.5  7.2 

こどもの 

配偶者 

81.2  69.6  58.6  22.5  23.0  21.5  11.5  10.5 

孫 83.3  69.9  60.3  24.7  26.8  21.8  10.9  10.9 

兄弟姉妹 82.8  48.3  51.7  29.3  13.8  13.8  10.3  12.1 

（注）1 内閣府「令和 3 年度高齢者の日常生活・地域社会への参加に関する調査結果（全体版）」により、当省が

作成した。 

2 調査対象は全国 60 歳以上の男女 
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資料⑥ ふだん親しくしている友人・仲間の有無  

（％） 

 た
く
さ
ん
持
っ
て

い
る
と
感
じ
る 

普
通
に
持
っ
て
い

る
と
感
じ
る 

少
し
持
っ
て
い
る

と
感
じ
る 

ほ
と
ん
ど
持
っ
て

い
な
い
と
感
じ
る 

持
っ
て
い
な
い
と

感
じ
る 

同

居

者 

一人暮らし 3.0 32.3 33.7 20.1 10.1 

配偶者 

（夫又は妻） 

4.9  39.8 36.6 13.7 4.7 

あなた又は配

偶者の親 

6.6  43.0 31.1 13.9 5.3 

こども 5.9 41.9 34.4 11.9 5.4 

こどもの配偶

者 

7.9 42.4 30.9 11.0 5.8 

孫 6.3 48.5 33.1 8.8 2.5 

兄弟姉妹 3.4 27.6 32.8 17.2 15. 5 

（注）1 内閣府「令和 3 年度高齢者の日常生活・地域社会への参加に関する調査結果（全体版）」により、当省が

作成した。 

2 調査対象は全国 60 歳以上の男女 
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資料⑦ 自分の日常生活全般についてどのような不安を感じるか（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）1 内閣府「平成 26 年度一人暮らし高齢者に関する意識調査結果（全体版）」による。 

2 調査対象は全国 65 歳以上の一人暮らし男女 
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資料⑧ 孤立死を身近な問題と感じるものの割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 内閣府「令和 4 年版高齢社会白書」による。 
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資料⑨ 「在宅の一人暮らし高齢者に対する見守り等の取組の実施について」（令和 2 年 4 月 7

日付け厚生労働省老健局介護保険計画課ほか連名事務連絡）＜抜粋＞ 

今般、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号）による緊急事態宣言

に合わせ、新型コロナウイルス感染症対策本部において「新型コロナウイルス感染症対策の基本

的対処方針」（令和２年３月 28 日）が改定されました。（別紙参照）同方針において、「新型コロ

ナウイルス感染症対策の実施に関する重要事項」「（６）その他重要な留意事項１）人権への配慮

等」として、「政府及び地方公共団体は、外出を自粛する方々の心のケアや自宅での DV や虐待の

発生防止に取り組むとともに、在宅の一人暮らしの高齢者や障害者などの要援護者に対して、市

町村が行う見守り等に対して適切に支援する。」と記載されたところです。 

これを踏まえ、市町村における一人暮らし高齢者に対する見守り等の取組の実施方法とその際

の財政支援について、下記のとおりお示しいたしますので、各都道府県におかれては、貴管内市

町村（特別区を含み、指定都市及び中核市を除く。）に対し周知をお願いいたします。 

 

記 

 
１ 在宅の一人暮らし高齢者に対する見守り等の具体的な実施方法 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図るため、これまで地域の通いの場を利用していた

方々等をはじめとして、多くの高齢者の方々が、外出を控え、居宅で長い時間を過ごすように

なることが想定されます。このような状況において、特に一人暮らしの高齢者の方々に対して

は、見守り等の取組により、継続的に心身の状況や生活の実態を把握し、適切な支援につなげ

ることが必要です。 

各市町村においては、日頃から地域の実情を踏まえ、介護・福祉等の関係機関をはじめ、民

生委員、ボランティア、地域住民等とも連携しながら、必要な見守り等が行われているものと

承知しておりますが、介護保険制度においては、以下の事業の活用も可能であるため、必要に

応じて当該事業も活用いただきながら、適切な支援を行っていただくようお願いします。 

なお、「見守り等」とは、電話による支援のほか、関係機関等と連携した支援なども考えられ

ます。 

 

（ⅰ）地域支援事業 

地域支援事業において、例えば以下の事業を活用して見守り等を行うことが考えられます。 

 

ア 一般介護予防事業 

一般介護予防事業における住民主体の支え合いの仕組みを活用した見守り等（健康状態

の確認や助言等） 

イ 地域包括支援センターの運営 

地域包括支援センターが市町村の福祉部局と連携して行う見守り等 

 

（ⅱ）保健福祉事業 
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第１号被保険者からの保険料を財源として、被保険者が要介護状態等となることを予防する

ために必要な事業などを内容とする保健福祉事業を行うことが出来ます。 

 （略） 
 

 

資料⑩ 「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に配慮した介護予防・見守り等の取組の

推進について（自治体等の取組事例の周知）」（令和 3 年 1 月 29 日付け厚生労働省老健

局認知症施策・地域介護推進課、老人保健課事務連絡）＜抜粋＞ 

（略） 

新型コロナウイルス感染症の影響が続いている中で、特に一人暮らしの高齢者の方々に対して

は、見守り等の取組により、継続的に心身の状況や生活の実態を把握し、適切な支援につなげる

ことが必要です。 

 

このため、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に配慮して実施する介護予防・見守り等

の取組については、 

・「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に配慮して実施する介護予防・見守り等の取組例

について」（令和２年５月 29 日厚生労働省老健局介護保険計画課ほか連名事務連絡）におい

て取組例を周知し、 

・「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に配慮して実施する介護予防・見守り等の取組例

について（再徹底）」（令和３年１月７日厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課ほか

連名事務連絡）において再徹底をお願いさせていただき、 

各自治体において、感染予防に配慮しつつ、地域の実情を踏まえた介護予防・見守り等の取組を

積極的に進めていただいているところです。 

 

また、感染対策を講じて実施する介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）

のうち従前相当サービス等の指定によらないサービス等のかかり増し経費の取扱いについては、

「新型コロナウイルス感染症の感染対策を講じて実施する介護予防・日常生活支援総合事業 従

前相当サービス等の指定によらないサービス等に限る）のかかり増し経費の取扱いについて」（令

和２年９月 10 日厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課ほか連名事務連絡）において、

総合事業の枠組みで行う場合と地方単独事業として行う場合の財政的支援を周知しています。 

 

今般、令和３年１月 22 日に開催された政府の新型コロナウイルス感染症対策本部において、

「緊急事態宣言を踏まえた経済支援策の全体像」が示され、この中で、「地域包括支援センター等

による一人暮らし高齢者への見守りの強化」を図ることとされたところです。 

（参考）「緊急事態宣言を踏まえた経済支援策の全体像」 

   （令和３年１月 22 日新型コロナウイルス感染症対策本部資料 3） 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/novel_coronavirus/th_siryou/sidai_r030122.pdf 

 

この度、各自治体等における実際の見守りに関する取組事例や、介護予防と見守りを組み合わ
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せた取組事例をご提供いただきましたので、別添のとおり共有させていただきます。 

 

別添や下記の参考情報も改めてご参照いただき、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に配慮

した介護予防・見守り等の取組を徹底いただくよう、再度貴管内市町村に対し、周知をお願いい

たします。 

（略） 

 

資料⑪ 「「介護予防・日常生活支援総合事業のガイドラインについて」の一部改正について」

（令和 4 年 6 月 27 日付け老発 0627 第 7 号厚生労働省老健局長通知）＜抜粋＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

資料⑫ 「高齢社会対策大綱」（平成 30 年 2 月 16 日閣議決定）＜抜粋＞ 

第２ 分野別の基本的施策 

２ 健康・福祉 

（7）住民等を中心とした地域の支え合いの仕組み作りの促進 

   一人暮らしの高齢者等が住み慣れた地域において、社会から孤立することなく継続して
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安心した生活を営むことができるような体制整備を推進するため、民生委員、ボランティ

ア、民間事業者等と行政との連携により、支援が必要な高齢者等の地域生活を支えるため

の地域づくりを進める各種施策を推進していく。 

地域住民が主体となって、住民相互の支え合いの仕組み作りを促進するため、福祉の各

分野における共通して取り組むべき事項や福祉サービスの適切な利用の推進、社会福祉を

目的とする事業の健全な発達、地域福祉活動への住民参加の促進、要援護者に係る情報の

把握・共有・安否確認等の方法等を盛り込んだ地域福祉計画を策定するよう、都道府県と

連携し、未策定の市町村へ働きかけを進める。 

制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係、また、社会保障の枠を

超えて、地域の住民や多様な主体が支え合い、住民一人一人の暮らしと生きがい、そして、

地域を共に創っていく「地域共生社会」の実現を目指し、地域住民や福祉事業者、行政な

どが協働し、公的な体制による支援とあいまって、個人や世帯が抱える地域生活課題を解

決していく包括的な支援体制の構築等を進める。 
 

（注） 下線は当省が付した。 

 




